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新城市特定事業主行動計画の実施状況及び新城市における女性の活躍状況の公表

令和５年７月

企画部秘書人事課

新城市では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。

以下「女性活躍推進法」という。）に基づき「新城市特定事業主行動計画」を策定、実施し

ています。女性活躍推進法第１９条第６項の規定に基づき、行動計画の実施状況を以下のと

おり公表します。

あわせて、女性活躍推進法第２１条の規定に基づき、新城市における女性の活躍状況を公

表します。

１ 職業生活における機会の提供に関する実績

⑴ 採用した職員に占める女性職員の割合

（取組内容）

令和３年度･･･近隣高校を訪問し、女性受験者の確保を目的に進路指導教諭へ周知を実施

した。

令和４年度･･･募集要項をより親しみやすいデザインに変更し女性受験者の確保を図った。

また、女子学生が多く在学する近隣大学の就職セミナーに出展し、女性が働

きやすい職場環境であることを PR した。

⑵ 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合

目標

(令和７年度)

令和３年度

採用試験

令和４年度

採用試験

令和４年度採用試験採用者数

全体 うち女性

行政職 50％ 53.3％ 38.9％ 18 人 7 人

保育職 ― 100.0％ 75.0％ 4 人 3 人

消防職 5% 0.0％ 0.0％ 2 人 0 人

医療職 ― 75.0％ 55.6％ 9 人 5 人

令和３年度

採用試験

令和４年度

採用試験

令和４年度採用試験受験者数

全体 うち女性

行政職 36.6％ 33.6％ 107 人 36 人

保育職 100.0％ 87.5％ 8 人 7 人

消防職 0.0％ 0.0％ 32 人 0 人

医療職 66.7％ 57.9％ 19 人 11 人
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⑶ 職員に占める女性職員の割合

⑷ 中途採用の男女別実績

⑸ 各役職段階に占める女性職員の割合

令和３年度

(R4.4.1 時点)

令和４年度

(R5.4.1 時点)

行政職 34.5％ 35.1％

保育職 93.1％ 91.7％

消防職 3.3％ 3.3％

医療職 73.7％ 72.7％

令和３年度採用試験 令和４年度採用試験

男性 0人 4人

女性 2人 4人

相当職
令和３年度

(R4.4.1 時点)

令和４年度

(R5.4.1 時点)

伸び率

(R4-R3 年度)

職員数(R5.4.1 時点)

全体 うち女性

行政職

部 長 級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 11 人 0 人

副部長級 14.3％ 14.3％ 0.0％ 21 人 3 人

課 長 級 13.9％ 10.3％ -25.9％ 39 人 4 人

副課長級 26.7％ 29.8％ 11.6％ 47 人 14 人

係 長 級 22.6％ 22.8％ 0.9％ 57 人 13 人

保育職

部 長 級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0 人 0 人

副部長級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0 人 0 人

課 長 級 100.0％ 100.0％ 0.0％ 14 人 14 人

副課長級 100.0％ 100.0％ 0.0％ 9 人 9 人

係 長 級 100.0％ 100.0％ 0.0％ 12 人 12 人

消防職

部 長 級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 1 人 0 人

副部長級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 1 人 0 人

課 長 級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 3 人 0 人

副課長級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 13 人 0 人

係 長 級 0.0％ 3.0％ 皆増 33 人 1 人

医療職

部 長 級 0.0％ 0.0％ 0.0％ 1 人 0 人

副部長級 50.0％ 40.0％ -20.0％ 10 人 4 人

課 長 級 62.5％ 59.4％ -5.0％ 32 人 19 人

副課長級 36.4％ 50.0％ 37.4％ 12 人 6 人

係 長 級 79.3％ 69.0％ -13.0％ 29 人 20 人
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⑹ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

（取組内容）

令和３年度･･･女性職員１人を自治大学校へ派遣し、人材の育成を行った。

令和４年度･･･秘書人事課職員１人が愛知県主催の女性活躍推進セミナーを受講し、固定

的な性別役割意識の是正に必要な知識を習得した。

⑺ 機会の提供に資する制度の概要

●ハラスメント対策の整備状況

全庁にハラスメント相談員を配置し、職員が気軽に相談しやすい環境を整備している。

●特定事業主として実施する教育訓練・研修の概要

育児休業から復帰する職員を対象に、庁内システム操作研修を実施している。

●中途採用の概要

年齢制限のない民間企業等経験者を対象とした採用試験を年１回実施している。

２ 職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する実績

⑴ 継続勤務年数の男女差異（令和５年４月１日時点）

⑵ 男女別の育児休業取得率及び取得期間の状況

（取組内容）

令和３年度･･･対象となる男性職員と必要に応じ秘書人事課で面談を行った。

令和４年度･･･令和３年度と同様の取組を継続して行った。

管理的地位
目標

(令和７年度)

令和３年度

(R4.4.1 時点)

令和４年度

(R5.4.1 時点)

職員数(R5.4.1 時点)

全体 うち女性

行政職 課長級以上 15.0％ 11.8％ 9.9％ 71 人 7 人

保育職 課長級以上 ― 100.0％ 100.0％ 14 人 14 人

消防職 課長級以上 ― 0.0％ 0.0％ 5 人 0 人

医療職 課長級以上 ― 58.5％ 53.5％ 43 人 23 人

目標

(令和７年度)
男性 女性 男女の差

女性職員の平均継続勤務年数 17 年 17.8 年 13.9 年 3.9 年

目標

(令和７年度)
令和３年度 令和４年度

取得率
男性 15％ 23.8％ 28.6％

女性 100％ 100.0％ 100.0％

平均取得期間
男性 ― 1.6 月 0.7 月

女性 ― 19.9 月 26.6 月
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⑶ 男性職員の配偶者出産休暇(２日)及び育児参加のための休暇(５日)取得状況

（取組内容）

令和３年度･･･職員ハンドブックを通して制度の周知を行った。

令和４年度･･･令和３年度と同様の取組を継続して行った。

⑷ 超過勤務の状況（令和４年度）※本庁外は市民病院勤務者

① 職員一人当たりの時間外勤務時間（管理職以外の職員） （単位：時間）

② 上限を超えて勤務した職員数（管理職以外の職員）

⑸ 年次有給休暇の取得日数の状況

⑹ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要

・育児部分休業の取得要件（子の年齢）を小学校６年生まで拡充している。

目標

(令和７年度)
令和３年度 令和４年度

配偶者出産休暇
取得率 70％ 66.7％ 35.7％

平均取得期間 ― 1.8 日 2.0 日

育児参加休暇
取得率 30％ 52.4％ 42.9％

平均取得期間 ― 3.7 日 3.5 日

年平均 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月
10

月

11

月

12

月
1 月 2 月 3 月

本庁 11.4 13.8 10.7 11.5 10.7 8.1 10.6 12.7 11.2 10.2 10.4 11.8 14.5

本庁外 9.6 8.8 10.6 9.1 12.5 9.9 8.7 11.4 8.1 10.1 11.3 6.4 8.3

上限を超えて勤

務した職員数

1年間の超過勤務時間が 360 時間以内の職員の割合

目標

(令和７年度)
対象職員数

３６０時間

以内職員数
割合

本庁 51 人 100％ 610 人 586 人 96.1％

本庁外 16 人 100％ 177 人 165 人 93.2％

目標

(令和７年度)

令和４年度

(令和 4年 4 月 1日～令和 5年 3 月 31 日)

平均取得日数 13 日 11.9 日

取得日数が５日

未満の職員割合
― 13.1％


